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はじめに

学際性(interdisciplinarity)は、「二以上の学問領域(discipline)間の相互作用Jと定義する

ことができょう。学際性は、多学問領域性(multidisciplinarity)や超学問領域性(trans-

discpl inari ty)としばしば混同されるが、いずれとも異なるものである。

多学問領域的研究は、様々な分野の研究者が一つの百標に向かつて研究協力をするものである

が、参加する研究者の活動はそれぞれの学問領域に留まる。しかし、ある段階において、研究者

は領域の境界における活動が必要とされ、新しい研究活動が生み出されることがある。この段階

で、研究は学際的なものとなる(1)。学際的グループは、異なった知識分野・研究領域で訓練を

受け、違った概念、手法、情報、術語を持つ研究者によって組織され、研究者間の意志疎通を図

りつつ共通の問題解決に向け協同するものである。

超学問領域性の定義は確立していないが、一つには「異なった学問領域を横切り、全ての学問

分野を越えて、学問領域の間に位置するJものとされる (2)01994年に採択された「超学問領域

性に関する憲章J(3)が参考になるが、他方Gibbons外(4)ではこれと異なる解釈を示している Io

近年、ほとんどの研究分野において学際性の一層の必要性が指摘されている。欧州科学技術会

議(ESTA)は、従来の学問分野によらない問題解決に重点を置いた学際的研究の一層の必要性を指

捕している (5)。しかしながら、今日でも、多くの問題解決のための研究も学問領域内であるこ

とが多く、また、越える場合でも、自然科学あるいは社会科学の域内に留まることが多い。これ

は、一つには学際的協向が、科学的学問領域の重い力学の流れに逆らい、しばしば制度的枠組み

の壁にぶつかるためである。

学際性における傾向

科学技術における学際性の進展は、 OECD諸留において共通に見られる傾向である。一つには、

高度に専門化されたそれぞれの学問領域が、環境問題といった諸々の社会問題に十分に対応でき

ないことが挙げられる。また、各国政府においても、厳しい財政事情を反映して、学問的好奇心

に基づく研究よりも、問題解決のための研究により多くの研究資金を提供するようになってきて

1小林信一監訳「現代社会と知の創造 モード論とは何かJ(平成 9年、丸善ライブラリー)参照。なお問書で

は、 transdisciplinarityを訳さずに「トランスデイシプリナリティ jと表記している。
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いる。これらの研究は、複数の伝統的学問領域

に依存する学際的研究であることが多い。

オーストリアの大学及び研究機関に対する最

近のアンケート (6)によれば、それら両者にお

いて学際性の役割が増大していることが示され

ている。大学及び研究機関で学際的研究の地位

が過去 3年間で増加又は非常に増加したと報告

したのはそれぞれ34%、41%であったのに対し、

減少又は非常に減少したと報告したのはそれぞ

れ2%、3%であった。また、今後 3年間の見通

しでも、増加を予想する者は減少を予想する者

を大幅に上回っている。

学問領域を越えた研究協力、ネットワーク化

図 1 英国における論文著者数の推移
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(7)によれば、科学論文の共同著作は増える傾

向にあり、更にそれぞれの共同著作物における

著作者数は増える一方である(図 1)。機関を

越えた共同著作物は1981年に8，659だったのが、
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1994年には19，814に増え、全体に占める割合も28%から46%に増えた(8)。この傾向そのものは

学際性の増加とすぐに結び付くものではないが、この研究の著者であるHicks及び1¥atzは、 21世

紀における英国の研究は一層学際的になり、ネットワークに依存することを予測している。

大学においては、多くの知識の混成分野が出現してきている。例えば、文学研究、歴史、芸術

史といった伝統的学問領域の変形から、操作研究、生化学、分子生物学、環境研究、平和研究、

認知科学、社会的心理学、地域研究、女性学といった新しい分野にまで及んでいる (9)。公的資

金確保が益々困難となるにつれ、大学は一層外部の要求に敏感となり、基礎研究から戦略的・応

用研究へと移行する傾向がある。このことは、大学内における様々な学問領域を取り込む共同研

究の増加、学際性の増大へとつながってきた。この傾向を示す顕著な例としては、米国カリフォ

ルニア大学のセコイア2000計画、ミシガン大学の上大気研究共同研究所及び電子研究共同研究所

などが挙げられる。

例えば認知科学は、心理学、コンピュータ・サイエンス、言語学、哲学、生物学といったいく

つかの確立された学問領域に依存している。多数の伝統的学問領域が、認識科学の重要な方法論、

思考法に寄与し、この分野の研究及び組織は高度に学際的なものとなっている。しかしながら、

認知科学プログラムの設立及び発展には、難しい学部間交渉が必要とされる。これまで独立した

認知科学部門が設立された例は少ないが、ほとんどのプログラムは学部横断的である。このプロ

グラムは、言語コース、認知心理学、人工知能、心理哲学などといった学際的内容、並びに論理

学、統計学、実験的デザイン、コンピュータ・プログラミングなどといった手法に関する内容を
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包含する。プログラムの多くは、既存の学部のコースに大きく依存している(10)。

自然科学及び工学

この10年の簡に、自然科学の伝統的学問領域の境界における研究の重要性が特に認識されてき

ている。このことは、伝統的学問領域構造が限定的で柔軟性に欠け、修正の必要に迫られている

ことを示している。そして、生化学、天文物理学、認知科学のように、多くの自然科学の分野が

新しい"Discipl ine"として認知されてきた(11)。

分子生物学についてMorinは、 11950年代の『生物学革命』は、物理学、化学及び生物学の周辺

で、学問領域開の浸食、接触、移動から生まれた。 ・・・すなわち、分子生物学は同棲から生ま

れた『非嫡出』と言うことができょう。それは1950年代は学問領域としての地位を持たなかっ

た。・・・この分子生物学はその後自律し、続いて自己の領域に閉じてしユく傾向を示した・. . J 

と述べている(12)。

他の学問領域との交流は、多くの自然科学領域で進展している。引用分析を用いたHurdの研究

によれば、米国イリノイ大学化学科における研究者の情報使用を調査した結果、当該学科による

出版物が引用した文献の49%以上が化学以外の分野からのものであった(13)。

学際性の程度には、領域によって相当な相違が見られる。 1992年に出版された科学研究論文を

調査したQin外の文献計量的研究(14)は、いくつかの異なった学際的パターンを示している。(図

2 )この研究によれば、調査した各分野が引用した学問領域数の平均は、数学における1.8から

農業における5.2までにわたっている。全分野を合わせたときの平均である4.0とよとして、農業、

生物学、医学だけがそれを上回り、それ以外はそれを下回った。一殻論としては、この数が多い

ほど学際性の程度も高いと言うことができょう。

学際的協力の必要性は、多くの分野でこれまで以上に認められてきている。米国では、凝縮物

質及び材料物理学に関する委員会が、フラリーン2 (物理学及び化学)、高分子(物理学及び生物

学)、構造合金(物理学及び材料工学)、シリコン技術などの材料研究の学際的性質を強調し、物

理学以外の科学及び工学分野との連携の重要性を訴えた。委員会は、生物学、化学、工学、材料

科学、原子・分子物理学といった他の学問領域とのインターフェースにおいて多くの進歩が見ら

れ、 21世紀の物理学において学際性が一層成長するという見通しを示している(15)。

また、医学分野では、例えばコロンピア大学健康衛生学キャンパスが、同大学の学際的活動の

一大中心となっている。これは、市場需要に対し医学機関が迅速に対応したこと、要望の強い病

気治癒研究へ資金が伴ったこと、これらの活動には生物学及び化学のような学問領域が必要とさ

れたこと、などが考えられている(16)。

2 "fullerene" (=buckminsterfullerene) 
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圏 2 科学論文における学問領域引用数の頻度
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社会科学

社会科学は、失業、環境問題、社会的疎外といった複雑な社会問題に藍面するために、一層実

手Jj的、問題解決志向的になってきている。この変化は社会科学の研究をより学際的なものとし、

大学を中心とする研究機関へ新たな対応を追っている。

社会科学の学問領域は、世界の大部分の主要な大学で1945年までに基本的に制度化され、一方

では自然科学から、他方では人文科学から明瞭に区別された(17)。しかしながら、その後、社会

科学者の研究実践は変わり始め、それぞれの学問領域は他の領域との交流を一段と深めるように

なったo Kleinは、「人文科学、社会科学においても、錯綜性及び混成性、同一学問領域における

異質な研究実践、問題領域の重複、領域を越えた手段及び方法の結合が見られる。古典的に枠付

けられた多くの学問対象・概念は、学際的・多学問領域的な対象・概念に再構成されたJと述べ

ている (9)。更に、 Wallersteinは、 19世紀の社会科学個別領域を考患しないこと、すなわち社会

科学の伝統的学問の区分を捨てることを主張している(18)。

また、一部の社会科学者は、社会科学が人間の動向を単純化して説明しようとして失敗したこ

とにより、学際性に向かざる得なかったと論じている。経済原則に基づく理論、心理学及び社会

的現象の知識などはそれぞれ確かに有益であるが、より現実的モデルはこれらを結合した研究手

法から得られたと、彼らは述べている(19)。

学際性のパターン及び程度は、学問領域間で異なる。 Buchanan及びllerube1の「学際的歴史」

に関する研究(20)は、引用分析により、歴史学者3は歴史以外の学問領域により多く依存するこ

とを示すとともに、他の社会科学学問領域の知識の使用が、方法論の借用を含むことを示唆して

いる。

幾つかの領域は、社会科学及び自然科学の両方に依存している。人類学の学問領域内及び学際

的コミュニケーション・パターンを分析したChoiの研究(21)は、主たる引用分野が歴史、社会学、

生物医学であり、これらの分野が相互に排他的であることを示した。

1998年4月にOECDで開催された社会科学に関するワークショップにおいて、参加者は社会科学

の学捺的性質並びに研究組織の制度的硬直性を強調した。 Neidhardtはドイツの社会科学に関し

て、「大学の全ての学問領域間協力はほとんど組織化されていない。全ての分野はそれぞれの専

門的組織、雑誌、カリキュラム、経歴構造を持っている。かくして、社会科学の学問領域的複合

体は、極めて断片化されているように見える。今までのところ、ドイツの大学の硬直化した学部

構造により、社会科学内における学際的ネットワークは整然と制度化されていないj と述べた

(22)。藤田は、日本の大学に関するOECD報告書(23)を引用し、 E本では「・・・経験的・問題志

向的研究が不足している。更に、社会科学内及び人文科学・自然科学との学際的研究が十分に発

達していなし'0・・・日本の大学には、伝統的に学部、学科、講座から成り立つ管理構造がある。

このシステムは硬直的になる傾向があり、柔軟性に欠いている。それは、様々な学問領域間の協

3 歴史学が社会科学に含まれるかについては議論があるが、便宜上この節で扱う。なお、後述のグルペンキアン

委員会は歴史学を社会学科学に含めている。
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力を妨げ、 f自的志向研究jの需要に容易に応じない」と述べ、現在も変わらない日本の社会科

学の硬産性を指摘した(24)。

社会科学のこの種の硬直性は、欧州科学技術会議も同様に指摘している。同会議は、「軽く柔

軟な組織形態」が当面実現可能な最上の選択と提案し、そのため、学問領域内外及び国内外を結

合するネットワークを構築し、社会科学における学際性のためオプションを強化することを求め

ている (5)。

グルペンキアン委員会は、「社会科学を開く J(17)において、より柔軟性を追求しつつ、大学

の社会科学再構成の幾つかの手法を提案している:①大学内又は連携した研究組織を拡大し、特

定の緊急なテーマの下に学者を集め、 1年間共同研究を行わせること、②大学組織内において、

伝統的区分を越え特定の知的目的を持ち、一定期間(例えば5年)の財源が充てられる統合研究

プログラムの設置、③教官の他の学部への義務的共同任命、④大学院生のための他の学部との共

同研究プログラムの設置。

学際性の実践

学際的アプローチ

学際性は人為的に強寄りされるべきものではなく、むしろ助長されるべきものである。学際的協

同は、科学の古典的力学から生じるものではなく、その立ち上げは自発的でないことがほとんど

である。

高度に学捺的な研究を成功に導くためには、全ての学問領域が初めから計画に関与し、研究の

課題設定、方法論において協力しなければならない。社会問題に関する研究の場合、研究結果の

利用者を含めることは、研究を適切に問題解決へ方向付けるのに有効であろう。社会と研究に関

するOECD報告(25)は、利用者からのインプットが、研究を社会的必要性と一層関連付け、より学

際的にすると述べている。

学際的研究チームには、明白なリーダーシップ及び調整機能が不可欠である。それぞれの参加

者は、他の分野の哲学、方法論、言語を理解し、グループやネットワーク内でデータ及び¥思考法

を共有し、積極的に議論に参加しなければならない。情報の効果的配布は重要である。

チーム構成員間のコミュニケーションの質は、研究の成否を左右する。 Derryは、「真に学際的

な協力の独特かつ重要な特徴は、その成否が構成員の草接の会話に大きく左右されることである。

そのような会話は、しばしば活発な社交的行事であり、表明された論議の長さ、知的内容、構造

的・概念的複雑の点において極めて多様である。協同グループ内において、最も実質的な知的業

績の多くは、解釈される知識と惹起される課題の観点からは、顔を合わせての会合の簡に起こる

会話の関に見い出されるJと述べている (26)。したがって、学際的チーム及びコースにおいては、

関係者を日々接触する環境に霞くことが重要である。

必要とされる「学際的能力Jには、最低の要件として他の分野の研究者と協力する能力が含ま

れる。協力の必要性は隣接分野に限られないだけではなく、少なくとも幾つかの他の分野につい

て理論的能力も必要である。例えば、社会科学者にとっては、自然科学のほとんどの分野におけ
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る真性の能力を持つことは不可能であるので、他の社会科学について一種の理論的基礎知識と理

解が求められるであろう (27)。

この一方で、学際的研究を行う研究者は、一つの学問領域に秀でていなければならないと一般

に考えられている。これは学際的協関が成功するための基礎であり、その上で必要なのはサマ

ー・スクール、会合、討論集会などにより、異なった学問領域開のコミュニケーションを増大さ

せることである (28)。このことは、学際的研究にとって、それぞれの学問領域における基礎研究

が極めて重要であることを意味する。

また、学際的協同には効率的なネットワークが重要である。例えば、欧州科学財団科学ネット

ワークは、 1985年から共同研究に焦点を置き、ヨーロッパにおける科学者間のネットワークの発

展及び科学協力を推進している。また、学問領域を越えた科学者の流動性は、学際的情報を伝え、

学際的提携を発達させるための重要なチャンネルである。 Qin外は、共同研究のパートナ一決定

に当たって、個人的面識が重要な役割を果たすことを強調している。更に、個人的面識は主とし

て学部内で生じ、その結果学際的協力は学部を越えることが少ないことを明らかにした(14)。こ

の意味で、ネットワークは、多くの学問領域を持つ大きな大学よりも、他の研究者と内部での接

触が比較的少ない小さな大学において-J喜重要であろう。

ある英国政府の報告書(29)では、米国において研究者を二つの学部に併任することや、大学及

び企業に併任することを学際的研究推進のためのモデルとして示している。また、前述のグjレペ

ンキアン委員会は、社会科学研究者の二つ呂の学部への義務的併任を提案し、更に各学部の構成

員の少なくとも25%はその学問領域外から採用することを求めている。

毘難点

学際的研究を阻害するものとして、まず第一に、国く防御された個別の学問的領域から生じる

重い制度的障害がある。大学は学問領域の区分に従った学部により通常組織化され、予算配分、

研究評価あるいは研究者の昇進もその区分に基礎を置いている。また、多くの科学雑誌も、それ

ぞれの学問領域を持っている。

大学で学際的コースを設置するには、幾つかの学部から研究者が参加することが必要であるが、

これらの研究者は、従来よく知られていない新たな仕事に従事することについて、それぞれの所

属学部を説得しなければならない。しかし、学部の他の構成員は、新しいコース及びプログラム

によって、学部の予算、人的資源の競争が激しくなることを歓迎しない。このため、学際的コー

スを設置するには、外から予算を求めなければならないこともしばしばである。

米国のボイヤー委員会は、「現在、大学予算は学部覇権の原理に基礎を置いている。結果とし

て、新しい学際的アプローチのような重要な革新は、学部からの支援を欠くためにしばしば日の

目を見ない。学部は例外なく、学科やコース、専攻の数を根拠に定義される自己の利権の保護・

増進の観点から物事を考える。学部の外に源を発し変化へつながるイニシアチブは、機会よりむ

しろ脅威と見なされる。予算配分に関する新しい決定は、(訳者注:学部ではなく)大学の最も

高いレベルで行わなければならない。その決定は、既存のシステムにより利権が守られていると
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ころからは歓迎されないであろうjと報告した (30)。

制度的障害は学部間や、機関を越えた学際的1湯河を特に組害するため、共同研究は学問領域の

広がりを欠くこともしばしばである。例えば学際的研究計画に他の学問領域から雇われたコンサ

ルタントは、チーム構成員として仕事に参加するよりむしろ、主として必要な専門知識を得るた

めのメカニズムとして考えられるため、研究論文の共著者となることは比較的少ない(14)。

学問領域間の概念的・方法論的棺違は、特に自然、科学者と社会科学者が共同研究を行うときに、

学際的協力の大きな障害となり得る。それぞれのグループは、他方が何を貢献できるかをよく知

らない。社会科学者は自然科学者が完壁で正確な答を提供可能だと考える傾向があり、自然科学

者は社会科学者が人間の動向の複雑さを完全に理解すると想像する。二つのグループは、異なっ

た方法論、専門用語及び哲学を持っていて、それぞれの発見物を、他方が完全に理解できるよう

に翻訳することは極めて困難である。反対に、開じ学問領域内の協力では、技術的専門用語の棺

違が少ないため、コミュニケーションの菌難さは媛小化される。

教育・研究における学際的協同が、研究者の経歴にもたらす影響も看過できない。異なった分

野で働くことは、広義の意味で向ーの学問領域内でも、大学経歴を数年単位で後退させることが

あり得る。既存の学問領域亙分において学際的研究実績や研究提案を評価することは難ししま

た、新たに現れた学際的領域では、評価に必要な専門知識や経験・評判は入手できないからであ

る。出版社は伝統的区分に収まる項目を好み、学際的論文の出版はしばしば困難である。また、

学際的雑誌は専門雑誌よりしばしば低く見られ、かかる雑誌で出版することは研究評価に不利で

ある。

学際的研究を評価する際、文献計量計算や、ピア・レビューに基づく質的評価において不利で

あったり、それぞれの研究者の貢献が全体の陰に隠れて埋没してしまう傾向がある。伝統的研究

評価法は、ピア・レピュー雑誌及び同等の研究出版の形式で成文化された知識生産に有利で、い

わゆる「灰色Jの技術文献(すなわち「モード 2J知識)ー かかる「灰色Jの文献は、しばし

ば学際的研究や革新的発展には決定的に重要であるにもかかわらず ー を無視する傾向があっ

た(31)。

フランスの国立科学研究センター (CNRS)では、研究評価は学問領域ごとに分けられた40の部門

で行われるが、複数の学問領域に従事する研究所及び研究者はいくつかの部門で評価に付される。

各部門では、しかしながら、選ぶことができる新しい研究者のポスト、その昇進、新しい研究所

の数は限られているため、この評倍手法は十分な解決方法ではないと考えられている。すなわち、

各部門は、学際的研究よりも、その部門が唯一全責任を有する学問領域の研究に有利に働く傾向

があるからである (32)。イギリスでは、最近、国家高等教育調査委員会が政府に、資金提供者及

びリサーチ・カウンシルが、インセンティブ及び阻害要因を含めて、学際的研究の資金調達につ

いての評価法を研究するよう勧告を行った(33)。
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関連施策への影響

研究費

科学技術政策において、各国内の研究活動を方向付けるには、予算は最も有効な手段の一つで

ある。 OECD諸国において、多くの学際的研究イニシアチブの例を見ることができる。例えば、米

国の国立科学財団(NSF)のクロスカッテイング・プログラムや、カナダの自然科学工学研究会議

(NSERC)の研究助成プログラムなどが挙げられる。 1996年から始められた日本学術振興会の未来

開拓推進事業(複合分野)もそのーっと位置付けられるであろう。

NSFのクロスカッテイング・プログラムは、それぞれの学問分野からなるNSF各局の協力、 NSF

と他の政府機関との共同などにより実施されるもので、研究の多くは学際的なものである。学際

的プログラムは、富家科学技術会議が設定した、地球環境や高度通信情報といったプライオリテ

イに従って採択されている。

NSERCの研究助成プログラムは、大学の自然科学及び工学の分野において、高水準の研究能力

のための多様な基礎の維持・発展を支援するもので、研究協力と学際性が強く推奨される。研究

提案は学際領域委員会を含む29の学問領域別助成選定委員会で評価される。最近のレビューで、

研究助成プログラム予算の10%を再配分することが勧告された。これは、学際的研究計画が余り

提出されなかったためであり、その理由として、学問領域間の競争による予算配分システムが問

題であると指摘された。

学際的研究を立ち上げるに当たり、政策決定者及び資金提供者は、人工的に分野を組み合わせ

るよりもむしろ、自発的なイニシアチブや新しく現れる研究分野に敏感であり柔軟でなければな

らない。また、社会の需要に応じてプライオリティを設定すとともに、高い質の研究を維持する

ために、適切なピア・レビュー手続きを含めて、評価基準を開発しなければならない。

一方、学際的研究が全ての社会問題へ解答を出すわけではなく、長期的視点では、社会の進歩

には基礎研究が不可欠である。学際的な応用研究、個別学問領域に立つ基礎研究の両者の均衡は

重要である。 Eriksonは、社会科学に関し、「科学者がそれぞれの学問領域の殻に閉じこもる状

況と、学際性への圧力が大学に『多芸は無芸j的社会科学研究者を育てるような状況の間に、適

切な均衡を函らなければならない。社会科学学問領域の『健康j及び発展を支えつつ、確立され

た学者に他の学問領域の研究者と一緒に研究に従事するためのインセンテイブを与えなければな

らないj と述べている (34)。

研究組織

大学は当初から学問領域に基づき組織されてきた。学部の数は限られ、学生は一つの学問領域

でのみ訓練を受けるものと想定された。 19世紀には、自然科学の爆発的発展を受けて専門化が一

膚進んだが、 20世紀になると、社会における多くの問題が学際的手法によってのみ研究可能であ

ることが認識され、伝統的学問領域の境界で科学が伸張し、学部を横断するキ回議が増えてきた。

学際性の進展は、大学等の研究機関の在り方に大きな影響を及ぼしている。知識システムに現

れている複雑性は新しい組織構造の多様性に現れており、その多くは複合的性格を持っている。
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こういった傾向は全ての研究組織で見られるが、大学においては、本体組織の変化だけでなく、

研究所、センタ一、学際的研究コース、ネットワーク、バーチヤル・ユニバーシティが増大し、

こういった組織は学際的協同の発展や新しい分野の開発を容易にしている (9)。

状況は留によって大きく異なる。ある屈では、大学が学際的研究の主要な原動機関であるのに

対し、他の閤では非大学セクターがより重要な役割を担っている。例えば、前出のオーストリア

の調査によれば、 24%の大学が学際的構成研究チームに大きな重要性を認めるのに対し、それ以

外の研究機関での部合は38%に達している (6)。また、学際的研究である自己免疫性疾患研究に

関し、フィンランド及びドイツでは大学病院が主たる研究機関であるのに対し、フランスでは、

国立健康医療研究機関(INSERM)の研究ユニットが主として取り組んでいる (35)。

研究者が、自己の学問領域より他の領域から必要な情報をより多く引用するに従って、大学図

書館の在り方も関われてきている。 Qin外は、調査した論文中、一人の著者による論文のうち

78%がその著者の学問領域以外からも引用しており、共同著作の場合には93.4%が2以上の学問

領域から引用したと報告している。したがって、学部ごとの小さな図書館よりもより、大きな集

中化した図書館が望まれると述べる(14)。この種の議論は、高等教育のための図書館・情報セン

ターに関するOECD専門家会合でも報告された(36)。

OECD各国では、大学の硬直した組織を克服するものとして研究センターが大きな役割を演じる

ようになっている。研究センターの多くは「センター・オブ・エクセレンスJである。種々の学

問領域から優秀な研究者を集めることによって多数の研究センターが創設され、環境問題等の学

際的研究が取り組まれている。また、研究センターは費用効果的とも指摘されている(16)。

一例として、米国では、大学に基礎を置き、米国科学財団が支援する24の材料研究科学工学セ

ンターが産業界と密接に連携をとりつつ、表層(力学、反応、触媒作用)、構造材料、重合体材

料などの分野で、学際的な材料研究・教育を実践している O

また、センターのネットワークイヒが各国で推進されている。カナダのセンター・オブ・エクセ

レンス・ネットワーク (NCE)計画は、大学をベースとして、バイオテクノロジー、自然資源、

遠隔通信、伝染性病気といった分野における研究ネットワークを構築し、更に社会のあらゆるセ

クターからの参加を促している。

教膏

科学における学際性の進展は、高等教育へも大きな影響を及ぼしている。様々で複雑な社会的

問題に直面し、大学は、学生が一連の諸科学の基礎的知識を有した上で、一つの学問領域に専門

化できるようなプログラムを提供するよう期待されている。

学際的プログラムにおいて、学生は、当該分野について適切に広く、しかも適切に深い知識を

身に付ける必要があるが、そのようなプログラム設定は極めて困難である。例えば、認知科学研

究において、認知科学の学部プログラムで学んだ学生は幅広い知識を持つが奥深さを欠く反面、

伝統的学部卒の学生は認知科学者が知っていなければならない事柄の多くを知らないと言われ

る。学際的分野の大学院レベルの学生に対し、特定のコースや学問領域を絞って研究を進めるよ
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う求めることは一つの解決法であろう(10)。

米国では、競争力委員会の報告「無限のフロンテイアー限られた資源J(37)が、一つの狭い分

野に限られる大学院教育が、学界にとっても産業界にとっても十分な知識を大学院生に与えてい

ないことを指摘した。更により幅広い経涯の機会をもたらし、信頼の置ける実践志向的修士学位

を開発するため、大学院教育を再構築するよう勧告している。また、ボイヤ一委員会は、学部教

育をより学際的にするメカニズムとして、①学際的研究に学生を導く紹介コース、②学部の利

権・都合よりも学生のニーズに合った大学専攻、③容易にカスタマイズが可能な学際的専攻、の

3点を提言した (30)。

スイスのジュネーブ大学においては、自然環境科学の大学院第一年次は、学部レベルに研究し

た学問領域を越えて異なった背景を持つ学生の間の相互作用を促進するために、専門用語を取得

させ、それぞれの学問領域に特質的な「思考法Jを統合して、環境システムへの理解を広げるこ

とに充てられる。そして、研究にほぼ全てが充てられる二年次は、異なった学問領域から来る学

生の密接な協同を必要とする学際的研究が強く推奨される (38)。

学際的コースを主として提供しているのは、米国における研究大学のような大きな組織である。

例えば、デユーク大学では、新入生はテーマごとに設定された14の学際的プログラムに登録する

ことができる。メリーランド・カレッジ・パーク大学のワールド・コースは、自然科学、社会科

学、人文科学を統合した講義を提供している。

労働市場

学際的分野で与えられた学位数は、様々な種類の課題に適合する科学技術労働者への需要に応

じ、多くのOECD加盟国で増大している。例えば米国では、 1987年から1995年の関に、学際的・多

学問領域的分野で授与された大学及び大学院の総学位数は63%増加している(図 3)。
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米冨における学際的・多学問領域的分野において授与された学位数の推移図3

出典:NSF WebCASPAR Database System. 
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しばしば需要供給の間に不均衡が見られる。例えば1997しかしながら、学際的分野に関して、

年のフランスでは、環境の領域において、職を求める学生数は求人数の4倍であった。更に詳し

く見ると、自然環境管理分野で卒業生の数が極めて過大であるが、水資源・廃棄物管理分野では

しばしば環境分野における大学教育が雇用に適合して逆に需要が供給を上回っている。企業は、

いていないと判断し、環境専門家よりむしろ倍別の分野の専門家(工学、化学等)を雇用し内部

でトレーニングする傾向カfある (39)。

スウェーデンの学際的大学院など、労働市場に対応して学際的トレOECD諸国内では、例えば、

ーニングを提供する組織を見ることができる。米毘ジェイムズ・マデイソン大学では、学生に統

合的・学際的アプローチを提供する統合科学技術カレッジが設置された。また、研究センターや

ネットワークも、学際的トレーニングに大きく貢献している。

結語

科学技術における学際性進展の影響は様々である。科学技術システムにおける学際性の機能並

びに介在する様々な要因を理解することは、技術革新、経済開発及び社会全体に対する科学技術

しかし、学襟的研究は数多くの学問領域に依存し、異の一層の貢献を促すために不可欠である。

質な背景を持つ研究者が参加するものであって、そのプロセスは援雑である。現在のところ、学

際的協力についての模範となるような実践例は十分に研究されているとは言い難い。

学際性が今後とも発展することには疑う余地がなし )0 OECDの調査(40)では、多くの加盟国が、
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近い将来、科学技術研究において学際的領域が一層重要となることを予測している。平成10年10

月の大学審議会答申でも、大学の学際化・総合化の必要性が指摘された。一方、研究に対してア

カウンタピリティを求める傾向は今後一層強くなるものと予想され、研究は更に目的志向的とな

り、一層学際的となるだろう。

しかしながら、学際性を「計る」ことには大きな困難が伴う。そもそも、「学際性jの意味が

不明瞭なところがあり、また、学際的研究は複数の学問領域に依存するので、それぞれの分野の

貢献を個別に計ることは難しい。現存する科学技術指標は学問領域別に集計され、例えば国際教

育規格分類(ISCED)では、学際的領域に関係する数値は最も近い領域i玄分に含められることにな

っている。更に、新しいハイブリッドの分野が次から次へと霊場することも、指標作成を一層困

難としている。学際性に関しては現在のところ限られたデータしか存在しないが、指標作成の手

法を向上させ、長期にわたるデータを収集することは、学際性の理解向上に寄与するであろう。

学際性を妨げる最も重要な障害の一つが制度的硬直性であることを見てきたが、 21世紀の教育

研究機関、特に大学は、これから大きく変わり、より柔軟な組織構造を持つ、人的流動性が大き

い組織となり、研究者は一層ネットワークで結ばれるものとなるだろう。各機関では、プライオ

リティを設定して、既存のユニットの廃止・統合した上で、新しいユニットを設置し、より効率

的に教育研究を行うよう努めなければならなくなろう。各国政府は、これまで以上に社会の需要

や労働市場の動きなどに敏感となり、知的所有権や施設利用等に関する制度的枠組みの整備、研

究センター設置やネットワーク拡充などのインフラストラクチャー整備などにより、新たな方向

へ向けて、大学・研究機関の振興を計っていく必要があろう。
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The Evolution of Interdisciplinari匂Tand its Implications 

Jun OBA 

The evolution of natural sciences， social sciences and technological development towards greater 

interdisciplinarity is an ongoing trend. Numerous hybrid disciplines have appeared in the natural 

sciences， such as bi∞hemis町， environmental studies and cognitive science.百1ehumanities and social 

sciences are drawing on a range of disciplines， to help resolve pressing social problems. A variety of 

factors on both supply and demand sides‘ scientific， technological， social and economic -have 

con仕ibutedto出emerging and overlapping of different fields and disciplines.百1egrowing significance 

of interdisciplinarity has implications for govemment research funding， the establishment of new詑 se紅ch

centres， the education and training of scientists and 陀 searchers，and maintaining flexibility in science and 

technology labour markets. 

A number of obstacles， however， a詑 preventingthe full realisation of the benefits of interdisciplin紅ity

in science and犯chnology.There a詑 considerョbleinstitutional obstacles to both interdisciplinary陀 search

and education. Universities訂eorganised according to discipl加e，お訂emost science and technology 

joumals. Expertise obtained through interdisciplinary research is not always recognised and詑 sultsmay 

be difficult to publish. The evaluation of interdisciplinary research is problematic， particularly the 

application of peer review techniques. Establishing interdisciplinarγco-operation is often difficult and 

interdisciplinary research programmes do not always inte詑 st出ebest researchers. 1mbalances persist in 

出esupply and demand of workers in interdisciplinary fields even出ougha range of in民rrelatedskills訂e

increasingly needed by labour markets. 

Although govemment research funding is increasingly mission-oriented and in need of intβrdisciplinary 

approaches， public詑 se紅白-particularly in universities and govemment laboratories -has had difficulty 

adapt泊gto出isむ-end.Interdisciplinary 詑 searchcentres are playing a greater role in出epromotion of new 

types of joint research. B y 陀cruitinghigh-Ievel 詑 searchersfrom various disciplines， these “centres of 

excellence" a詑 leadingthe way in science and technology. Many govemments紅色 alsoreforming 

university sys記msto increase flexibility，出emobility of児 se紅chersand ccトoperative詑 se訂chs住 民 知 詑s.
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